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差別はなぜ起こる

◆見ない

◆聞かない

◆話さない

知らないと

差別や偏見

が起こる

批判を受けるが

その意味が分か

らない

当事者はどのように差別を感じ、偏見を
受容しているのか

本人 家族

家族、同伴者、本人によって、そ
のシーンによって受け止め方は

異なる

差別の解消方法は

行動を変える

勇気をもつ

決断する

出会う頻度

が差別感を

変える

幼い時からの出
会いが肝心
人はみな違うこ
とを知る

日本人の持つ
人種観、価値
観・歴史観を
見直す



事前的改善と合理的配慮

誰にも気兼ねなく場
所を選んだり、移動し
たり、学んだり、余暇
を楽しむことができ
ない社会を解消する

ハード・ソフト
のデザインで
対応できるこ
とが沢山ある

社会的障壁に対する意
志表明がなくてもやらな
ければならないのが事
前的改善、分かっていれ
ば「合理的配慮」も意思
表明以前に対応すること
ができる。

事業者・スタッフの
理解、言われたら
必ず考える、気づく

のはそのあと

合理的配慮の考え方として、法第8条2項では負担が過重でないとき、性別、年齢、障害に応じてと

あるが、利用者の精神的「負担」は見えにくい。「人権及び基本的自由」にかかわる共通課題が多い。
合理的配慮が必要となる境目

正当な理由とは何か、誰が正当と「判断」するのかが問われる

「合理的配慮」再確認

地域支援協議会はその任に当たれるのか

不自然な事前的改善にも「合理的配慮を」！

たとえ個別が可能であっても合理的配慮を行うことが長期に渡ることが明らかであれば、直
ちに環境基盤(ハード・ソフト)を改善する方策を検討しなければ法の趣旨に反する

2020に向けて課題が多い東京

利便性が低い事前的改善にも「合理的配慮を！」！



空間や場はあるが、
使いたい時に使い
にくい時がある

ＬＧＢＴの合理的配
慮は

2015/09/01

対応指針は何を求めているのか

狭義には

事業者・スタッ

フの理解

ハード・ソフトの
デザインの多様

な解を探る

差別と偏見

に対する

継続的な学習

教育の機会

事業者自身の

自己点検と

自己評価による

PDCAが基本

他の者と平等という基盤づくり→そのための市民社会共通の合意・ルールをどうつくるか

合理的配慮は事業者に強制するものではないが、社会生活を送る上
での基本的なルール

重要な障害者差別解消支援地域協議会

障害者にとって大切
なのは組織や業務・
相談の流れではない。
その時々の瞬時にお
ける「合理的」対応で
ある

既往行政機関の一部とみな
せる協議会の構成メンバー
に差別解消協議の提案がで
きるのか？
当事者が判断を求める受け
皿は、法的にどこなのか、
「建設的対話」はどう約束さ
れる？

協議会には少なくと

も1/3以上の障害当

事者と関係団体が

参加されることが必

要

公共機関の窓口、民間事

業者の窓口、カウンター

における従業員自身が問

題解決を図ることが重要

である

地域協議会の構成イメージ：当事者、福祉事務所、教育委員会、社協、民生委員、
医師会代表、商工会議所、交通事業者、弁護士、学経等

• 改めて「社会モデル」の共通認識を持つ

• 個別事案が噴出する可能性があり、その事
案もシーンも対象も非常に幅広い、意思表明
しない人が多いことにも留意したい

• 「合理的配慮を求める多数の障害者」が共通
に存在することにも留意したい

• 場当たり的ではない行政、各事業者の長期
的差別解消フロー、接遇、事前的改善計画
等のトータルな計画、ビジョンの提案が必要

いざ、法の施行に向けて


